
都市計画税・宿泊税の使途対象となる経費の状況 【資料２の補足資料】

(1)都市計画税の使途対象
抽出対象：各年度の一般会計決算のうち，『都市計画費』に係る決算額（公債費含む）

年度

R元 R２ R３ R４ R５

事業費
一般
財源

事業費
一般
財源

事業費
一般
財源

事業費
一般
財源

事業費
一般
財源

投資事
業等

83.9 51.5 87.1 56.8 83.7 53.8 83.0 53.8 82.2 53.8

公債費 35.9 35.9 31.4 31.4 27.3 27.3 24.1 24.1 22.5 22.5

計 119.8 87.4 118.5 88.2 111.0 81.1 107.1 77.9 104.7 76.3

（単位：億円）

(2)宿泊税の使途対象

抽出対象：各年度の一般会計決算のうち，『観光施策』に係る決算額

年度

R元 R２ R３ R４ R５

事業費
一般
財源

事業費
一般
財源

事業費
一般
財源

事業費
一般
財源

事業費
一般
財源

決算額 7.8 5.7 19.2 4.6 13.3 4.5 11.2 5.0 7.1 5.8

（単位：億円）

※投資事業等は，８款５項（土木費-都市計画費）に計上された経費（土地区画整理費，街路事業費，公共下水道費，公園費など）の合計額
※公債費は，都市計画事業の財源として借り入れた起債の元利償還金の合計額


